
⑨埼玉・野・利田・渡柳

１　対象地区の現状

２　対象地区の課題

実質化された人・農地プラン

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

行田市 埼玉・野・利田・渡柳地区（埼玉・野・利田・渡柳） 令和3年3月15日 令和5年3月27日

ⅰ　うち後継者未定の農業者の耕作面積の合計 １８ｈａ

ⅱ　うち後継者について不明の農業者の耕作面積の合計 ６７ｈａ

④地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 １３１ｈａ

①地区内の耕地面積 ４３４ｈａ

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 ２７３ｈａ

③地区内における７５才以上の農業者の耕作面積の合計 １１８ｈａ

（備考）
　令和元年度実施の農地利用状況調査（農地の利用状況に関する調査書）を基に、農地基本台帳システムより
集計。③ⅱについては、利用意向調査項目で未回答を集計。

　埼玉集落、野集落、利田集落及び渡柳集落は、中心経営体はいるが高齢化が進んでいる。
　また、農地が狭い。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　埼玉集落、野集落、利田集落及び渡柳集落内の農地利用は、規模拡大を希望する集落内の認定農業者が担う
ほか、当該地区への入作を希望する認定農業者の受入れを促進することにより対応していく。
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属性
農業者

（氏名・名称）

現状 今後の農地の引受けの意向

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積
農業を営む範
囲

認農 A 水稲 3 水稲 5 埼玉・野・利田・渡柳

埼玉・野・利田・渡柳

認農 C 花き 1 花き 1 埼玉・野・利田・渡柳

認農 B 水稲・麦 4 水稲・麦 4

認農 D 2 3 埼玉・野・利田・渡柳

認農 E 水稲・麦 10 水稲・麦 10 埼玉・野・利田・渡柳

認農 F 花き 1 花き 1 埼玉・野・利田・渡柳

埼玉・野・利田・渡柳

認農法 H 水稲・野菜 4 水稲・野菜 4 埼玉・野・利田・渡柳

認農 G 水稲 8 水稲 28

埼玉・野・利田・渡柳

認農 J 水稲・麦・大豆 10 水稲・麦・大豆 10 埼玉・野・利田・渡柳

認農 I 花き 1 花き 1

埼玉・野・利田・渡柳

認農 L 水稲・麦 4 水稲・麦 34 埼玉・野・利田・渡柳

認農 K 水稲・麦 6 水稲・麦 7

埼玉・野・利田・渡柳

認農 N 水稲 3 水稲 4 埼玉・野・利田・渡柳

認農 M 水稲・麦 3 水稲・麦 4

埼玉・野・利田・渡柳

認農 P 水稲 2 水稲 4 埼玉・野・利田・渡柳

認農 O 水稲・麦 6 水稲・麦 6

埼玉・野・利田・渡柳

認農 R 水稲・野菜 1 水稲・野菜 4 埼玉・野・利田・渡柳

認農 Q 水稲・麦・大豆・野菜 3 水稲・麦・大豆・野菜 3

埼玉・野・利田・渡柳

認就 T 野菜 0 野菜 2 埼玉・野・利田・渡柳

認農 S 水稲 2 水稲 7

埼玉・野・利田・渡柳

認農 V 水稲・麦 8 水稲・麦 8 埼玉・野・利田・渡柳

認農 U 雑穀・野菜 0 雑穀・野菜 0

埼玉・野・利田・渡柳

認農法 X 水稲・麦・大豆・野菜 0 水稲・麦・大豆・野菜 10 埼玉・野・利田・渡柳

認農法 W 水稲・野菜 1 水稲・野菜 21

埼玉・野・利田・渡柳

認農 Z 野菜 1 野菜 1 埼玉・野・利田・渡柳

認農 Y 野菜 1 野菜 1

埼玉・野・利田・渡柳

認農 AB 水稲・露地野菜 4 水稲・露地野菜 7 埼玉・野・利田・渡柳

認農 AA 水稲・麦・豆類 1 水稲・麦・大豆・小豆 21

30人 93 224
注１：「属性」欄には、個人の認定農業者は「認農」、法人の認定農業者は「認農法」、認定新規就農者は「認就」、
　　法人化や農地集積を行うことが確実であると市町村が判断する集落営農は「集」、基本構想水準到達者は
　　「到達」と記載します。

埼玉・野・利田・渡柳

認農 AD 水稲・麦 3 水稲・麦・大豆 13 埼玉・野・利田・渡柳

認農 AC 水稲 0 水稲 0



４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針

農地の貸付け等の意向

計

　農地の貸付け等の意向
　　貸付け等の意向が確認された農地は、９０１筆、５７８，０３２．８２㎡（５８ｈａ）となっている。

　農地中間管理機構の活用方針
　　将来的に農地を機構に貸し付けていくことで、規模拡大を希望する集落内外の認定農業者への農地集約化を
進めていく。また、推進にあたっては、地域の現状を説明し、理解を得ていく必要がある。

578,032.82

農地の所在（地番）
貸付け等の区分（㎡）

貸付け 作業委託 売渡


